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＜論文＞

州法預金保険制度の成立とポピュリスト運動
―米国ネブラスカ州の場合―

黒　羽　雅　子　

【要旨】

　本稿は20世紀初頭に米国中西部地方を中心に８つの州で成立した預金保険制

度１について、その成立過程におけるポピュリスト運動との関係、その運営に

おけるポピュリズムの影響について、ネブラスカを事例に検討した。ネブラス

カ州における預金者保証基金の成立は、1907年恐慌の影響、オクラホマ州での

預金者保証基金の成立が世論を流動化する中で、民主党とりわけブライアンに

よる制度の認知とこれへの指示を求めるキャンペーンの成功したことに大きな

要因があった。

【キーワード】

　州法預金保険　グレンジ　農民同盟　ポピュリスト　ポピュリズム

Ｉ．はじめに

　１．本稿目的と研究史

　本稿は20世紀初頭に米国中西部地方を中心に８つの州で成立した預金保険制

度２について、その成立過程におけるポピュリスト運動との関係、その運営に

おけるポピュリズムの影響について検討することを目的とするものである。こ

れを本稿の目的とする理由は、ポピュリスト運動と20世紀初頭州法預金保険制

度成立との関係に対する通説的評価が、具体的な分析を抜きに広く受け入れら

れてきたことにある３。その８州とは、すなわち州法の成立順にオクラホマ州

（1907年）、カンザス州（1909年）、ネブラスカ州（1909年）、テキサス州（1909年）、

サウスダコタ州（1909年）、ミシシッピ州（1914年）、ワシントン州（1917年）、
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ノースダコタ州（1917年）である。そのすべてについて検討するべきところだ

が、紙幅の限りもある。そのため、本稿ではネブラスカ州の場合を検討するこ

ととする。ネブラスカ州を選択した理由は、なにより下院議員として連邦にお

ける預金保険基金の創設案を1893年という早い時期に提出した民主党ウィリ

アム・ジェニングス・ブライアンが同州の選出で、彼が人民党（The Populist 

Party）の支持を受けて、銀貨鋳造量増加を党綱領に掲げて闘った民主党の大

統領候補でもあったという点にある。ネブラスカ州のポピュリスト運動は隣州

のカンザスとともに、運動の最も高揚した州となった４。また、その影響がネ

ブラスカ州の預金者保証基金法成立に大きく影響したとする議論に注目するか

らである５。これに加えて、ネブラスカ州では銀行検査資料等の政府関係文書

が整理され公開されていること、これまでネブラスカ州歴史協会図書閲覧室に

出向いて、マイクロフィルム等でしか見ることのできなかった、19世紀後半以

降のローカルな新聞記事を、インターネットを介して読めるようになったこと

が大きい６。

　話は前後するが、1933年に成立する米国連邦預金保証制度の成立過程につい

ては、世界的な不況と銀行危機への対処として急遽整えられたかのような印

象があるが、歴史的には銀行負債（預金及び発券）へ保証（bank-obligation 

insurance）として1829年のニュー・ヨーク安全基金以来の制度運用の経験が

あり、連邦制度の設立に当たっては、成立までに150もの法案が審議されたと

いう事実もある。この制度の問題点として、のちに議論されることになる論点

のほとんどは、成立過程ですでに議論の俎上に乗ったものである７。州法預金

保証制度はそうした経験の一部であり、その経験が連邦制度にどのように反映

されたかを知る上でも、州法制度を注意深く分析する意味は大きい。

　ここで研究史を簡単に振り返っておきたい。20世紀初頭に成立した州法預金

保証法に関しては、注１に掲げた著書・論文がこれらの制度の全体像を把握し

ようとするもので、なかでも1930年以降のものは預金保証制度の失敗の要因を

明らかにしようとする目的で書かれたものが大半である。これらの文献では、
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失敗の要因がいくつか列挙されて議論されているが、そのどれかを強調すると

いうものではなかった。共通して問題にしている論点を代表していると考えら

れる、1934年のスミス（Smith, Arthur Alvin８）の論文をもとに紹介すると、

これらの制度が挫折に終わった直接の要因は、第一次大戦後不況と長引いた農

業不況とにあるが、制度そのものが欠陥であったという。その第１がリスクの

集中である。保険としてのリスク分散が出来ていない。換言すれば、どの制度

も州内限りの制度であるから、保険の考え方の基本である大数の法則を満たす

ことはない。また、加盟銀行の規模、営業地域や範囲、顧客の事業や産業の偏

りも問題である。実際に、これらの州では農業や農業資材・不動産等購入への

貸付などへの取引比重の偏りみられ、農業不況の影響を著しく被ることで、多

くの加盟銀行を経営困難に追い込み、それが保証基金の枯渇や債務超過を招く

ことになった。第２は、保証基金の保険料率が保険数理的リスク計算に基づい

て十分に検討されたものとは言えないような設計であった点である。これらの

州で参照されたのは、国法銀行について計算された料率だったのである。した

がって、国法銀行に比較して、必要資本金が少額で、貸出先規制や準備に関し

ても緩く、検査の厳格さについても見劣りする州法銀行体制を考えれば、不十

分なリスク計算であったということになる。また、これに付随するものとして、

銀行経営者の経営能力等の問題点や厳格さを欠く経営態度などが挙げられた。

これが、1980年代以降になると、ホワイト（Eugene Nelson White９）らを中

心とした論点、すなわち州法預金保険制度の失敗の要因の一つである支店銀行

制度の欠如を強調した研究へと進んだ。1980年代の貯蓄貸付組合破綻の増加に

伴って発生した連邦預金保険制度の一方、FSLIC（連邦貯蓄貸付預金公社）の

基金急減と破綻の危機、その後の預金保険制度の大改革をめぐって、預金保険

の引き起こすモラルハザードや逆選択問題など同制度の負の側面が取り上げら

れ盛んに議論された。さらに、2000年代になると、ダイアモンドら（Diamond 

and Dybvig10）の提起した預金保険制度成立の重要な要因であった銀行取付

（Bank Run）を抑止するメリットが強調されるようになり、同制度の存在意
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義に光が当てられるようになった。これにクーパーら（Cooper & Ross11）の

同様の研究が続き、最近ではデメリットのみを強調する、行き過ぎた論調が修

正されつつある。

　本稿の目的は州法預金保険制度そのものを評価するという点にあるのではな

く、その成立事情をつまびらかにすることを通じて、ポピュリズム思想が同制

度の成立にどのように影響を与えたのかを明らかにすることにある。方法とし

ては、州内のローカル新聞記事および州政府関係資料、ネブラスカ銀行家協会

刊行資料などを利用し、成立に係る事項を時系列的に辿りながら、同制度の成

立がどのようにもたらされたかを析出していく。その過程で、従来は話題の中

心にはなってこなかった、同制度成立とポピュリズム思想との関係を検討する

こととする。

　２．米国のポピュリズム運動に関する研究史

　さて、本稿で、20世紀初頭の州法預金保証制度の成立とポピュリズムないし

ポピュリストとの関係について明らかにするにあたって、米国のポピュリズム

ないし農民運動に関する研究史を手短にたどっておきたい。

　ロチェスター（Rochester, Anne）によると、「この国で南北戦争後に起こ

り、1892年の全国的な人
ピープルズ・パーテイ

民 党の成立をもって絶頂に達した人
ポ ピ ュ リ ズ ム

民党主義は、主

として、独占と金融資本の増大に反対して自己を防衛する農民やそのほかの小

生産者の闘争を表していた。ポピュリズムは、労働組合運動と時期を同じくし、

労働者の闘争に対して政治的支持を与え」大統領選挙の敗北と、農業を取り巻

く経済環境の改善で、人民党は消滅していった。しかし、ポピュリズムはその

後米国の国民生活の上に深い足跡を残した12という。19世紀末から20世紀前半

にかけてのポピュリスト運動に関する研究の中心課題は、中西部と南部におい

てポピュリスト党を結成し、州議会、連邦議会に議員を送り込み、果ては大統

領候補者を擁立して、鉄道公有化、国家による銀購入の拡大、禁酒法その他の

政綱を実現させようとしたポピュリストとは何者か、というところにあった。
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本稿でその問題に深く立ち入ることはできないが、必要最小限の概観をしてお

こう。ポピュリスト像に関する初期の研究を代表したのが、ヒックス（Hicks, 

John D.13 ）とホーフスタッター（Hofstadter, Richard 14 ）である。ヒックス

の著書は米国農民運動に関する大著で、ポピュリスト運動以前のグレンジ運動

を扱ったバック（Buck, Solon Justus）の代表作 15 に続く研究である。ヒック

スはポピュリスト運動を農民同盟発展の先に位置付け、中西部における鉄道開

発に伴う植民者の大量流入とそれに付随した土地購買・土地投機運動の発生と

いう流れの中で、1887年干ばつが発生し、負債負担の増大、農産物価格の低下

が農民の反乱という事態に至ったとする。ヒックスはフロンティア農民ととも

に南部農民の運動についても分析し、綿花単作農業がもたらす、南部農民の苦

境をもう一つのポピュリズム運動の発生源とした。ヒックスの分析は農業不況

等で苦境に立たされた農民によるポピュリスト運動の形成を主に説いている

が、実際には、それ以外の農民およびそのほかの産業にかかわる者もこの運動

の主な参加者であったことを説明できないという限界を持っていた。

　これに続いたのがニュージェント（Nugent, Walter T.K. 16 ）やグッドウィ

ン（Goodwyn, Lawrence 17 ）、ポラック（Pollack, Norman 18 ）らである。ニュー

ジェントの功績は、カンザス州のいくつかの郡を具体的に分析し、少なくとも

カンザスにおいては、通説のポピュリストが反ユダヤ主義で、排外主義のナショ

ナリストで、外国人嫌いの考えを持っていたという重要な主張が当てはまらな

いとした点にある。また、グッドウィンの著書は、19世紀末ごろまでの米国の

ポピュリズムにかんする包括的研究であった。ただ、この時代の研究が個別の

州の郡単位の様々な資料を利用するようになったこともあり、実証という観点

からはかなりの進展を見たものの、前の時代の議論の限界を突破するものでは

なかった。

　1970年代以降になると旧来のポピュリスト観を大きく変える研究が登場し

た。例えばガイザー（Gaither, Gerald B. 19 ）らは、郡レベルのデータをつかっ

て、具体的な投票行動を分析し、ポピュリスト党に投票した人々の特徴を明ら
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かにしようとした。その結果、ポピュリストのより多様な姿を描き出すことが

可能になった。本稿で分析の手掛かりとするチャーニー（Cherny, Robert W.20）

の著書も、ネブラスカ州内の郡ごとの投票行動と人種・宗教別グループや産業

別グループとの関係のあるなしを明らかにしようとするものであった。ただ、

米国におけるその後のポピュリズム研究は、現代の問題として考察の対象にな

る以外には、歴史研究としての進化を見つけることは困難な状況である。

　日本におけるポピュリスト研究の焦点はこの運動の性格規定をめぐる議論が

中心である。ここでは1970年代以降の研究のいくつかに絞って概要を把握する

こととする。研究の全体的な特徴は、州レベル・郡レベルの一次資料にアクセ

スしたり、フィールド調査を行ったりした成果とみられるものが大部分となっ

たことである。例えば、平野孝 21 はカンザス州のポピュリスト党下院議員につ

いての分析から、ポピュリストが特定の階層の農民に限定されるものではな

かったとしている。宮崎俊彦 22 の論考も平野と同様の手法で、分析結果も同様

なものであったが、結論は通説に引き戻されて、独立自営小農民こそがポピュ

リスト像を形成するものとした。1990年に刊行された小澤健二の著書 23 は19世

紀後半の中西部を主な対象にアメリカ農民運動の全体を把握しようとした試み

である。著者は、グレンジ運動が上農層を含む小農層によって担われたが、「ポ

ピュリスト運動の場合には、抵当債務により農地を喪失した下層農民の比重が

増大」した点を強調する。これに対して、より上層の農民層が運動の中心的担

い手であったとするのが、室谷哲 24 や岡田泰男 25 らの見解である。最近の研究

としては、横山良のものがあり、アメリカ・ポピュリズムの歴史的源泉に接近

しようという試みであるが、新しい研究視角からというよりもこれまでの研究

を丹念に再考するものである。日本においても、ポピュリズム研究に新しいも

のは出てきておらず、日米ともに、歴史的ポピュリズム研究は停滞の時期にあ

るように見受けられる。

　ポピュリズム研究の中心課題が日米ともに、ポピュリスト像を明らかにする

という点に重点が置かれてきたが、本稿においてもこの点は重要である。従来
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は具体的な事実の分析がなされないままいわばジャーナリスティックにポピュ

リズムの影響の残るなかで州法預金保険制度が成立していったとする主張がな

されてきた。本稿では、従来の州法預金保証制度研究では十分に検討されてこ

なかった、ポピュリスト運動・ポピュリズムがこの制度の成立にどのように影

響を与えたのかを検討し、同制度の成立事情をより具体的なものとして提示し

たいと考える。

Ⅱ. ネブラスカ州におけるポピュリスト運動

　土屋慶之助（1974 26 ）がいうように、「ポピュリズム（Populism）とは、厳

密にいえば1892年に結成された人民党の政綱に示された主義・思想を指すもの

であろうが、一般的にはポピュリスト運動（Populist Movement）と同義に

解されている」この運動の中心を担ったのは農民である。アメリカにおける農

民運動の発展は、1860年代末から始まるグレンジとして知られる「Patrons of 

Husbandry（農業の支援者）」結成以降のものであるが、その政治的な高揚は

1896年の大統領選挙におけるポピュリスト党（人民党）の敗北によって消滅し

ていった。ただ、小沢健二（1990 27 ）によれば、アメリカにおける農民運動史

には２つの画期があり、一つは南北戦争以降世紀末までの19世紀後半ともう一

つは1920年代から30年代までの時期だとする。本稿は小澤のいう前者の時期、

すなわちグレンジ・ポピュリスト運動に代表される農民運動が、全国的規模の

運動に発展した時期である。本章では、これらの時期のネブラスカにおける農

民運動とりわけポピュリスト運動の概要を把握しておきたい。

　ネブラスカ州 28 において、グレンジが組織されたのは1872年のことで、オリ

バー・ケリーによる創設（1867年）から５年後のことである。この時、州内に

は50の支部が成立した。組織は急速に拡大し、1874年までに会員数は20,000人

を超えた。当地のグレンジは農業費用の削減につながる協同組合による共同購

入運動や、成功はしなかったが、自前の農業機械製造などに取り組んだ。また、

政治的な運動としては、反鉄道運動、すなわち鉄道による農産物輸送に対する
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差別的高運賃規制、運賃引き下げ運動に取り組み、1876年には州議会を動かし、

鉄道運賃の規制に成功している。ただ、1880年代になると、グレンジの会員数

は減少していった。1880年代前半は一時的な農業好況が訪れていたからである。

　1880年代になると、グレンジに代わってよりラディカルな農民組織が会員数

を伸ばしていった。農民同盟（the Farmers’ Alliance）である。同盟の拡大

は緩慢であったが、1890年までにネブラスカ州内で、1500支部、50,000人の会

員を擁するまでになっていた。1880年代以降、農産物価格は低下し続けた。農

務省イヤーブック 29 によると、1878－1881年に１ブッシェル（約35リットル）

当たりの小麦価格が100.6ドル、トウモロコシ価格が43.1ドルであったものが、

1886-1889年にはそれぞれ74.8ドルと35.9ドルへ、さらに1894－1897年には63.3

ドルと29.7ドルへと続落し、農場経営は困難に直面していた。こうしたなか、

農民同盟は1890年、新しい政党、すなわちポピュリスト党を誕生させ、同年の

選挙では、南部と西部の12州でこの新しい政党が権力を得、連邦議会にも多数

のポピュリスト党議員を誕生させた。

　ネブラスカ州においては、1890年の州の大会には69の郡から800人を超える

代表者が州都リンカーンに集結し、新党を結成し、自分たちの考えを法律に結

実させようということになった。ポピュリスト党の綱領は農民同盟のものと同

様なものがほとんどであったが、それに加えて、鉄道、電信、銀行の公有化、

土地改革、銀の自由鋳造、減税などを掲げた。ネブラスカ独自のものとしては、

選挙における無記名投票の採用、鉄道運賃の引き下げ、退役軍人の保険、労働

者の１日当たり８時間労働、流通貨幣量の増加などが掲げられた。

　ネブラスカ州のポピュリスト党は、州知事の候補者として農民同盟委員長の

パワーズ（John H. Powers）を立てるとともに、すべての選挙区で候補者を

擁立した。この年は、州を干ばつが襲い、苦境にある農民らは各地でパレード

を実施し、農民による政治改革を訴えた。

　1890年11月、選挙の結果が発表され、ポピュリスト党の候補は各地で共和党

候補を退け、州議会上院では18名の議席を獲得し、第１党となった。このとき、
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民主党は８議席を共和党は７議席を確保したのみであった。下院では、ポピュ

リスト党が54議席、民主党が25議席、共和党が21議席となった。州知事選挙の

ほうは、民主党、ポピュリスト党、共和党の各候補者のいずれもが7万票近く

を得票し、僅差で民主党候補のボイド（James E Boyd）が当選となった。こ

のとき、連邦議会へはポピュリスト党と民主党および両党統一の候補それぞれ

が当選したが、共和党からの当選者はなかった。

　この選挙結果を受けて、ネブラスカ州議会ではポピュリスト党の提案した、

州内の選挙における無記名投票法、学校教科書無償化法、義務教育法、公共基

金法、相互保険法が州議会を通過し、成立した。しかしながら、８時間労働法

や鉄道運賃引き下げ案については、議会は通過したものの、前者は裁判所によっ

て、後者は知事の拒否権発動によって成立を阻まれた。

　1892年、ポピュリスト党はネブラスカ州オマハ市において全国集会を開催し、

党綱領を採択するとともに大統領候補を指名した。オマハ大会で採択された綱

領 30 は、「合衆国の勤労者の諸勢力の結合」「富はその創造者に属する（富は勤

労者階級に帰属する………筆者）」「政府が全鉄道を所有し、経営する」の３つ

を宣言し、勤労人民のための政府を樹立することを目指した。綱領では、具体

的政策として、通貨改革、鉄道公有化、鉄道会社と外国人による過大な土地所

有の禁止を掲げた。

　1892年の州知事選挙は、民主党が反ポピュリスト党キャンペーンを掲げたた

め、民主党・ポピュリスト党それぞれが得票数を落とし、共和党のクラウンス

（Lorenzo Crounse）が勝利した。州人口増で生まれた連邦下院の３議席はす

べて共和党が占めた。ポピュリスト党は州議会において民主党との共闘を復活

させた。また、連邦上院での１議席を新たに獲得した。ただ、ポピュリスト党は、

1894年の地方選挙で敗北し、同党が州議会を支配する州は一つもなくなった。

　1894年には、1890年と1892年の選挙で民主党下院議員となり、94年の上院議

員選挙で当選したブライアン（ William Jennings Bryan） がオマハの民主党

系新聞の編集長に就任した。当時２年続きの干ばつで苦境にあった農民に、新
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聞を通じて「銀の自由鋳造」などの主張で、現状打破の道筋を説いた。ブライ

アンはこの年の民主党大会で、ポピュリスト党との連携を実現し、両党が推す

ホルコム（Silas A. Holcomb）を1894年と1896年の選挙で州知事として当選さ

せた。

　ポピュリスト党は、1898年の選挙では党単独の候補者を州知事に当選させ

ることができたが、1894年選挙以降、州議会における議席を徐々に失ってい

て、共和党が議会の多数派を占めるようになっていった。ポピュリスト党が

党勢を落とすきっかけになったのが1896年大統領選挙の敗北である。民主党の

ブライアンは、ポピュリスト党の最も重要な政綱である「銀の自由鋳造（free 

silver）」の要求を自らも掲げ、民主党の大統領候補に選出された。ポピュリス

ト党は党を分裂する議論の末、民主党のブライアンを支持して選挙戦を戦うこ

ととなった。ブライアンは南部と西部のほとんどの州で勝利をおさめたが、人

口の多い工業地域の北部や東部では得票が伸びず、共和党候補のマッキンリー

（William McKinley）に敗北した。その打撃は、ポピュリスト党の分裂と衰退

を招くこととなった。その後、アラスカやユーコンでの金鉱の発見や米西戦争

の勃発および農業不況の一時的改善などがあり、多くの国民の関心は銀問題か

らはなれていたった。小澤（1990 31 ）がいうように、「ポピュリスト運動は農

業不況のなかで呻吟する農民の経済的要求を政治運動に組織し、発展させた性

格が強い。それだけに農業好況の到来は、運動の経済的基盤を実質的に失わせ

るものであった。」

　ポピュリスト党は1900年の大統領選挙で再びブライアンを支持してたたかっ

たが、ブライアンは民主党の大統領候補者にもなれなかった。この選挙後、ポ

ピュリスト党は解党した。しかし、1904年と1908年の大統領選挙では、党を再

組織化して、ワトソン（Thomas E. Watson）を大統領候補に立てて闘ったも

のの落選という結果に終わった。党は再度解党した。

　ネブラスカにおいても、ポピュリスト組織は1916年選挙以降完全に消滅し

た 32 。しかし、新しい政治を作り出したムーブメントの熱は、その後もくすぶ
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り続けた。また、彼らの政策は、民主党の中で新たに息を吹き返し、ネブラス

カ州における革新運動に影響を与えた。

Ⅲ. ネブラスカ預金保証基金制度の成立過程

　１．1880－90年代までのネブラスカ州銀行行政

　ネブラスカ州は1854年に合衆国の準州として、1867年に州として組み入れら

れた新しい州である。準州法は銀行の設立に関する規定などを含んでいたが、

準州当局が銀行の経営の健全性にまで踏み込むような規定を持っていなかった33。

準州法は1867年の州組み入れ後も州法として機能し、1877年に州法銀行の年次

報告を義務化する規定がやっと付け加えられたが、州法銀行の健全経営を確保

するには不十分な内容であった。幾度とない銀行改革の世論が上がったものの、

州議会でそれが本格的に議論され、成立するには至らなかった。さまざまな階

層の市民の、脆弱な州法銀行制度にたいする改革への声によって、1889年銀行

法がようやく成立した 34 。17節からなる1889年ネブラスカ州銀行法には、最低

資本金額および人口規模に応じた預金準備額の設定、年３回以上の公認会計士

による報告書の提出、州会計検査官・財務長官・司法長官らへの銀行監督権限

の付与、違法行為への処罰等の諸項目が盛りこまれ、州法銀行と州内の個人銀

行とを州が監督することが明示された 35 。

　この法の実効性について、1891年に任期満了を迎えたセイヤー（John M. 

Thayer）知事は、1889年銀行法成立直後の18ヶ月間、銀行行政は格段の進歩

を遂げ、安全性の向上に寄与したと評価している 36 。ジャーナリズムの評価も

同様のもので、この時期州経済は決して順調なものではなかったにも関わらず、

銀行数が増加する中で多数の銀行破綻を出さずに済んだのは同法の施行に起因

するであろうとしている 37 。とはいえ、ネブラスカ州法銀行の閉鎖数 38 の推移

を示した表1をみると、1893 ～ 97年にその数が増加していることが見て取れる。

注意が必要なのは、ここには個人銀行その他の銀行類似金融機関などの数値は

含まれていないことである。州銀行局年報の記述を参照すると、個人銀行を含
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む営業停止数を数えられる。それによると、1893年恐慌の年には、個人銀行と

州法銀行合わせて45行が州当局により営業停止とされ、その後、清算、営業譲

渡、国法転換などに至ったとの記録がある 39 。

　銀行委員会第８回年次報告において、ホール（Dr. P. L. Hall）委員長は以

下のように述べている。「1889年法は,1895年４月、いくつかの重要な変更を加

えられた。1895年法は公認会計監査官、財務長官、司法長官からなる州銀行委

員会（State Banking Board）を創設した。これによりネブラスカ法は州成立

以来はじめて、銀行監督の部局を創設し、この部局と銀行それぞれの権限と義

務とを規定した。この銀行監督機構は、従来しばしば起こってきた銀行犯罪に

対して、州当局が州民を保護するという約束をはじめて実行するものとなった
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……中略……1893年以前にこの規制ができていれば、93年恐慌による多数の銀

行破綻を防ぎえたであろう……中略……州当局による銀行監督はしばしば批判

されているが、現在のような拡大した信用制度の下では不可欠のものであり、

全ての人々を保護する目的にかなうものである……中略……現在の銀行法は銀

行と人々とに大きな便益を与えているが、これまでの経験からいくつかの改正

が必要と思われる。銀行の法律上の定義を与える改正がとくに必要である。当

委員会はこの定義が不明確であるために、任務の遂行上しばしば不都合に遭遇

してきた 40 ｡」1895年法は、1893年恐慌後の州当局の監督責任の中身を銀行顧

客の保護に置くことを明確にしたものであったが、破綻銀行の預金者をはじめ

とする銀行債権者からは、さらなる保護を求める声が続いていた 41 。

　２．預金保証法案成立の経緯

　既述のように、銀行債務に対する保証制度の起源は、1826－66年のニュー・

ヨーク安全基金をはじめとして、19世紀初頭から中ごろにかけて各地に成立し

た制度であるが、20世紀の預金保証制度の最も早い提案者はブライアンであろ

う。ブライアンが1893年連邦議会下院に提出した法案 42 は通貨監督官事務所が

運営主体となる、全国の銀行を対象としたものであった。ただ、ブライアンが

発案者ということではなく、この当時、国法銀行の預金保険の考えは様々な人々

によって議論されていたことからみて 43 、連邦議会の法案として最初に法案と

して提出されたものがこれだったということであろう。

　ネブラスカの初期の預金保証法案であるワトソン案とエバンス案は、1892年

から1896年にかけての銀行破綻の頻発に対応したものであった。ワトソン（Dr. 

E. G. Watson） は1897年州議会に預金者保護のための銀行預金課税案を提出し

た。１年間の日平均預金残高の0.5%に等しい額の賦課金を徴収し、預金者への

払戻基金として、州財務長官のもとに保管するというものであった。この法案

は、銀行通貨委員会 （the Committee on Banking and Currency） に諮られたが、

州銀行委員会事務局長のホール （P. L. Hall） によって直ちに廃案とされた 44 。
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　1899年議会にエバンス（I. D. Evans） の提出した法案は、日平均預金残高の

５％の額をを保証基金 （a surety fund） として、破綻銀行の債権者への支払の

ために州財務局に預けるというものである。銀行はこの預け金を預金準備に組

み入れることが許され、財務局は銀行に対して2.5％の利子率で基金を貸し付

けることができるとした。５%という高率の保険料に対して、当然にも銀行家

より大きな反対が起こった 45 。こちらの案もホールによって退けられた。

　 当 時 コ ロ ン ビ ア・ ナ シ ョ ナ ル 銀 行（the Columbia National Bank of 

Lincoln）の支配人であり、1907年にはネブラスカ銀行協会会長となるホール

（Dr. P. L. Hall） 46 が、1903年ネブラスカ銀行家協会大会で発表した論文「預

金保護のための銀行への課税」は、より綴密な計算に基づく預金保険案であっ

た。それによると1892年から1901年までの10年間の州法銀行の総預金と破綻し

た州法銀行の預金総額とを計算の根拠とした。破綻した州法銀行の預金の60%

が株主割当金によって充当されるものと仮定すれば、上記の10年間の損失は、

日平均預金残高の約１%に相当すると算出した。ここから、非常時や緊急時を

考慮にいれても、現在の銀行法と検査体制を前提すれば、日平均預金残高の0.1%

に相当する額が将来の全支払に充分な額であろうとした。また、賦課金が形成

する保証基金については、州政府の機関が保管するのではなく、各銀行がそれ

ぞれの資産とは別に保管し、州銀行委員会が必要時にそこから引き出すように

するべきだと提案した 47 。

　ホール案の示した数字や構想に基づいたと思われる法案は、1905年下院の

銀通貨委員会（the Banking and Currency Committee）に、その座長である

ジョーベナット（Frank Jouvenat）から提出され、いくつかの修正を加えら

れたのち議会に提出されたが、否決されている。ジョーベナット修正案はミリ

ガン（J. O. Milligan） によって1907年議会に再度提出されるが、これも否決

された 48 。

　ネブラスカ・ナショナル銀行（the Nebraska National Bank of Omaha）

頭取のイェーツ（Henry W. Yates） は、1906年ネブラスカ銀行家協会で発表
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した論文「銀行預金の保護」において、「銀行破綻を防ごうとする何らかの制

度の設置または実施に伴う困難は、預金保険という枠組みで議論を進化させて

きた……中略……われわれは現在のところ適切な条件を備えていないし、この

枠組み（預金保険……筆者）に反対するさまざまな議論には今のところ打ち勝

てないように思われる…中略…ある程度の期間ことはうまく運ぶであろうが、

結局は銀行業界全体が崩壊してしまうであろう。なぜなら良質の銀行家は競争

を放棄し転廃業してしまうであろうからだ 49 」として預金保険という発想を退

け、より厳格な銀行検査、脱法行為や法律違反に対する罰則の強化、不正流用

の防止を目的とした簿記法の導入等により、銀行経営の安全と安定性を確保す

るべきであると結論づけた 50 。

　1890年代を通じた銀行破綻の続出で、銀行取り付けを恐れる銀行家の中から

預金保険制度プランがいくつか出てきたが、銀行家の総意となることも、議会

での承認を得ることもなかった。1906年頃までのネブラスカの銀行家と政治家

の大半の意思は、預金保証法の導入に基本的に反対する方向で結束していた。

　銀行家の間の反預金保険の機運に変化を生じたのは1907年のことである。

1907年恐慌は銀行システムに対する人々の信用を失墜させた。1893年恐慌時が

そうであったように、銀行家も預金取付を恐れた。個人預金のための安全でよ

り望ましい制度として、銀行預金の保証制度を求める声が再びあがり、また郵

便貯金銀行（postal savings banks）の導入も、再度、議論が開始された 51。郵

便貯金銀行の制度は19世紀初頭に英国で議論が始まったもので、1861年に法律

が成立し運用が開始された。この制度の英国での成功を受けて、米国において

も導入を求める議論が幾度となくあった 52 。ポピュリスト党は1892年のオマハ

綱領に基づく経済改革政綱に郵便貯金制度の創設を掲げた 53 。ポピュリスト党

の解散以降は、1908年の共和党全国大会で郵便貯金制度の設置が綱領に加えら

れた。また、1908年民主党大会では郵便貯金制度を預金保証制度につぐものと

して、その設置が綱領に位置付けられた 54 。

　1907年、ネブラスカ銀行家協会第一地区（Group One）は郵便貯金銀行設
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立法案を通過させようとする運動の盛り上がりに対抗して、預金保証基金の設

置を選択する決議をあげた 55 。

　これを報じた同じ新聞記事には、「われわれは悪魔と深い海との二者択一を

迫られて、深い海を幾らかましだとして選んだのだ」というコメントがついて

いる。預金の保護を求め、預金保険か郵便貯金かをせまる世論に対して、銀行

家自らが有効な案を提示できない中での苦渋の選択だったのであろう。

　ただ、ネブラスカ銀行家協会の記録によれば「1890年代に始まった預金保険

に関する議論はこの記録のあちらこちらに登場するが、1908年にはさまざまな

会合でこの議論が盛んとなった。ほとんどすべての発言者が何らかの形でこの

問題に言及した。決議委員会報告には当協会で預金保険に反対する動議があげ

られたことが記録されている。この議案は活発な討論の末、70対30の投票結果

で可決された 56 」とあるので、銀行家協会としてはあくまでも反対の立場にあっ

たのである。

　ネブラスカ州では1907年恐慌によって多額の預金引き出しが見られたもの

の、銀行破綻は1件のみであった（表１）。銀行家の多くは、預金保険制度導入

による預金者の銀行に対する信認や信用秩序の回復にはまったく懐疑的であっ

た。ところが、1907年に成立したオクラホマ預金保証法の動向はさまざまな新

聞に紹介され、賛成反対の論評も含めて人々の注目を集めていた 57 。1908年大

統領・連邦議会・地方議会選挙戦が始まったときには、恐慌が完全に終息して

いたわけではなかったから、政界や労働者・農民・事業家の間、さらには金融

界にも、政府管理の預金保証基金創設の呼びかけを受け入れる機運が生まれて

いた 58 。

　1908年７月民主党全国大会ではブライアン（W.J. Bryan）の圧倒的影響力

が示され、国法銀行の預金保証を支持する1項目を民主党綱領に加えることに

成功した。預金保証法は絶好の政治宣伝の材料となった。人々は預金保証基金

に期待をかけていた。1908年選挙戦はさながら、預金保証法の是非を問う場に

なってしまった。元大統領候補のブライアンによる各地の演説会は常に盛況で、



千葉経済論叢　第66号

－293－

人々の預金保証制度に対する熱望を醸成していた 59 。

　銀行家の中には、預金保証制度に好意的なものもあった。州最大都市のオマ

ハから西方約200 ～ 220キロメートルに位置するフラートン（Fullerton；1910

年人口1638人）、ジェノア（Genoa；同1300人）、ベルグラード（Belgrade；同400人）

の小規模な農村出身の銀行家らは、預金保証制度の導入に賛成していた 60 。保

険への加入でメリットの大きい銀行と、デメリットが勝る銀行との間で、預金

者保証制度導入反対の足並みをそろえることができなかったことが伺えよう。

　1908年の選挙の結果、民主党のシャレンバーガー（Arnold C. Shallenbergar） 

が知事選に勝利し 61 、ネブラスカ預金者保証基金法は、新知事と議会の手で成

立が図られることになった 62。

Ⅳ．おわりに―ネブラスカ預金保証基金制度の成立の要因

　ネブラスカに預金保証法をもたらした決定的なものは、1907年恐慌後、オク

ラホマ州での預金者保証基金の成立によって世論が流動化する中で、民主党と

りわけブライアンによる制度への認知とこれへの支持を求めるキャンペーンの

成功であったとみることができよう。ブライアンの演説が作り出す熱狂は、預

金保証制度に対する人々の冷静な評価の機会をないがしろにしてしまった。ま

た、ネブラスカ銀行協会も内部での意見の統一を図ることができず、選挙戦に

有効な手が打てなかった。

　ネブラスカの例は,「単店銀行制度が支配的である地域では,銀行預金保護を

目的とした預金保険制度が、弱小の田舎銀行によって強力に支持された。また、

都市のより規模の大きな銀行はこれに無関心であった 63 」とするWhite （1981）

の、預金保険をめぐる議論と導入の要因に関する説明の前段部分を支持するも

のであった。ただ、後段については都市の銀行家は様々な機会をとらえて、反

対のキャンペーンを行っていたという事実があり、必ずしも当てはまらないよ

うである。これらの説明にもまして重要であったのが、民主党とブライアンの

キャンペーンと人々の間に預金保証制度の熱望を生み出したことにあったとい
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うことが本稿の結論となる。

　人々の間にポピュリズム的な考え方がどの程度残っていたのかという点に関

しては、次の機会に検討をすることとする。

本稿は科学研究費助成事業基盤研究（C）（一般）課題番号17K03851（平成29

年度～令和４年度）（研究代表者：黒羽雅子）による支援を受けた。記して感

謝を表したい。
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